予算要求資料
平成28年度当初予算　　　支出科目　款：農林水産業費　項：林業費　目：森林整備費
	事業名　森林組合広域合併準備助成事業費補助金


:（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　林政部　森林整備課　森林組合・担い手係　電話番号：058-272-1111（内3198）

　　　　　　　E-mail： c11515@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　３００　千円（前年度予算額：０　千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	300
	0
	0
	0
	0
	0
	300
	0
	0

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
現在、県下の広域森林組合の大半が、本事業により合併事務経費に対する助成を行ってきた結果、合併参加組合の臨時的経費の負担が軽減するとともに、合併に係る事務の円滑化が図られ、事業の成果を得たところである。

南ひだ森林組合と小坂町森林組合が合併予備契約を締結する予定であり、その後合併登記完了までの間に臨時的な事務費等が見込まれる。
森林組合が合併に至るまでには、合併予備契約締結から合併組合設立までの事務経費、特に合併臨時総会、設立委員会の開催、諸規程類の作成、設立にかかる事務、事務引継、合併登記事務等の専門的で煩雑な調整事務が必要となり、多大な労力と費用を要する。

森林組合の広域合併を促進するには、通常業務外の経費負担を軽減させ、円滑かつ早期に合併が実現するよう支援する必要がある。

（２）事業内容

合併参加組合と関係市町村で構成される合併推進協議会を対象に合併予備契約締結後、広域組合成立までに必要な合併臨時総会・設立委員会の開催等の事務経費について助成。
（３）県負担・補助率の考え方

県1/2【森林整備担い手対策基金全額】（上限200千円×参加組合数）
　　　合併推進協議会1/2
（４）類似事業の有無
　　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	補助金
	300
	合併推進協議会に対する補助金

	合計
	300
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）後年度の財政負担
県として、安定的な経営に視点を置いた施策・支援を行い、各森林組合から合併の意向があれば、引き続き合併支援を実施する。
（２）事業主体及びその妥当性
（事業主体）
森林組合合併推進協議会（南ひだ森林組合、小坂町森林組合）
（事業主体の妥当性）

妥当である。

事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	経営基盤の強化に向け、健全な経営基盤を有し、地域の森林整備と林業振興の中核的な役割を果たすべき森林組合を中核組合と位置づけ、すべての森林組合が中核組合の要件を満たすことを目指す。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	中核組合数
	（H  ）
	16
（H24）
	16
（H25）
	13
（H26）
	19
(H30)
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果




	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	経営基盤の強化に向けた森林組合の合併を支援することは、地域の森林づくりの中核的な役割を果たす森林組合の活動を支援する上で必要性は高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	県として、安定的な経営に視点を置いた施策・支援を行い、各森林組合から合併の意向があれば、合併支援を実施する。



（次年度の方向性）
	県として、安定的な経営に視点を置いた施策・支援を行い、各森林組合から合併の意向があれば、合併支援を実施する。



別紙２－１








